
総合政策学部ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針） 

 

▼目指す人材像 

岩手県立大学の学士課程では、幅広い教養と国際感覚を備え、知識を柔軟かつ創造的に活

用して主体的に行動できる人間を育成します。県立大学の強みを生かし、地域と連携した実

践的教育を通して、産業経済、福祉医療、地域政策等の分野において専門知識を活用して課

題解決に取り組み、豊かで活力ある社会の形成に貢献できる人材を輩出することを目指し

ます。 

総合政策学部では、学部の目的にしたがって、現代社会における多様な課題を発見し、そ

れを科学的に分析し、総合的、学際的、政策的な視点から適切に対応方法や解決方法を提示

できる能力を備え、地域・社会が必要とする人材の育成を図ります。 

そして、本学学則に定める卒業要件に必要な年数以上在学し、かつ、単位を修得した学生を、

次に掲げる「学生が卒業までに身につけるべき能力」を備えたものとして、学位「学士（総

合政策学）」を授与します。 

 

▼学生が卒業までに身につけるべき能力 

DP1: 特定の分野に偏らない幅広い教養を身につけている。（幅広い教養） 

DP2: 自分の考えを口頭や文章によって的確に表現し、相手にわかりやすく伝えられる。（コ

ミュニケーション能力） 

DP3: 外国語による文章を理解し、基本的なコミュニケーションを取ることができる。（コ

ミュニケーション能力） 

DP4: 多様な価値観と他者の人格を尊重し、相互理解を図りながら協力し、主体的に活動で

きる。（コミュニケーション能力） 

DP5: 現代社会における諸問題を知り、総合的、学際的な視点から背景や問題構造を説明で

きる。（社会への関心） 

DP6: 現代社会における諸問題に関して、政策的な観点から解決策を構想できる。（社会へ

の関心、課題発見・解決能力） 

DP7: 現実の社会で生じている諸問題を見つけ、統計分析、社会調査、科学分析などを適切

に用いて実践的に調査、分析、評価できる。（専門知識、課題発見・解決能力） 

 

 

 

 

 

 

 



総合政策学部カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

 

▼学部の教育内容及び教育方法 

 岩手県立大学の学士課程教育では、卒業認定・学位授与の方針に掲げた共通の柱及び学部

ごとに設定する能力の育成のため、基盤教育科目と専門教育科目を中心としたカリキュラ

ムを編成・実施し、学生が主体的・能動的に学ぶことができるよう、講義、演習、実習等を

適切に組み合わせた授業を開講します。 

 基盤教育科目は、大学での学習活動の基盤を支える学び【大学で学ぶ力をつくる】、地域・

国際社会においてこれから必要とされる知識・技能を学び【生きる世界を知る】、そして、

幅広く豊かな教養に基づく総合的な思考力・判断力を育成する【学問を知る・使う】ことを

目的とし、以下のような科目群を開講します。 

 

CP1: 基礎科目群 

【大学で学ぶ力をつくる】大学での 4 年間の学び、また実社会に活用できるスキルの獲得

と資質・能力・身体の育成を目指す科目として、「入門科目」「英語」「情報処理」「保健体育」

を開講します。（DP1,DP2,DP3,DP4） 

CP2: 教養科目群 

【生きる世界を知る】それぞれの専門領域の知識・技術を活用する場としての「世界」を知

ることを目指す科目として「地域教養」「国際教養」を開講します。（DP1,DP3） 

【学問を知る・使う】それぞれの専門領域を学問全体（知の体系）の中に位置づけ、課題解

決のための、他学問領域の「知」を活用できることを目指す科目として「基盤教養」「課題

別教養」を開講します。（DP1） 

 

 総合政策学部では、地域・社会の課題に主体的に対応できる人材育成のため、学生が政策

的素養を形成する共通の知識を修得したうえで、社会を構成する公共分野、 民間分野、市

民分野に対応する専門性を獲得できるように、「法律・行政コース」、「経済・経営コース」、

「地域社会・環境コース」の 3 コースを置き、学生を 3 年次より配属します。あわせて、

コース間の連関に配慮した教育を行います。本学部の学士課程教育では、卒業認定･学位授

与の方針に掲げる能力を身につけるために、基盤教育と連携して、以下のような科目群・科

目を開講します。 

 

CP3: 他者との協力的、主体的活動・学修能力を身につけるため、能動的学修方法を取り入

れた少人数教育による「演習科目」と、「実習科目」、さらには「キャリア教育科目」を開講

します。（DP4、DP2） 

CP4: 現代社会における諸問題・課題に対する理解を深め、解決の指針を得るため、学部共

通の「政策コア科目」、「コース基幹科目」及び「展開科目」等の講義科目を開講します。（DP5、



DP6、DP1） 

CP5: 科学的分析手法を体系的、実践的に修得するため、社会調査、統計等の基礎知識を身

につける「調査分析科目」と、応用としての「専門調査実習」を開講します。（DP7、DP2） 

CP6: 講義科目などで修得した専門的視点から解決策を導き出して、自分の考えを的確に表

現するため「卒業論文・研究」を開講します。（DP5,DP6,DP7） 

 

■カリキュラム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒業論文・研究 CP６(DP5,6,7)

３年次を中心に 実習科目群 CP３（DP4,2)、CP5（DP2,7)

２年次～４年次 展開科目群 CP4（DP5,6)

演習科目群 CP3（DP2,4)

１年後期～２年次 コース基幹科目群 CP4（DP5,6)

1年次を中心に 政策コア科目群 CP4(DP5,DP1) CP5(DP7,2) CP3(DP2,DP4)
基礎科目

CP1

４年次

国際教養（外国語

科目）

CP２ 教養科目、CP2

保健体育、CP1

調

査

・

分

析

科

目

群

キ

ャ

リ

ア

教

育

科

目

群

1年次 2年次 3年次 4年次 備考

政策論I 政治学 政策論II

法律学基礎 環境と政策

経済学基礎 地域と政策

民法I 行政学I ＊自コースのものは必修

憲法I 国際関係論I 行政法I

経営学 ミクロ経済学I ＊自コースのものは必修

マクロ経済学I 簿記・会計論I 財政学

社会学 農山村再生論 ＊自コースのものは必修

地理学 地域・都市計画論 サステナビリティ論

キャリア・デザインI キャリア・デザインII キャリア・デザインIII 上段必修

インターンシップ

基礎数理I 統計学I 社会調査概論 上段必修

基礎数理II 統計学II 量的調査法

ゲーム理論 オペレーションズ・リサーチ

多変量解析

空間解析論 質的調査法

専門演習入門 専門演習I 専門演習II 専門演習III 専門演習IV

共通調査実習

法律・行政実習

経営実習

経済実習

地域環境調査実習A

地域環境調査実習B

地域環境調査実習C

地域環境調査実習D

地域環境調査実習E

公共政策論 刑法I 刑法II 政策評価論

民法II 科学技術政策 行政法II 市民協働論

憲法II 民法III 比較政策論 労働法II

国際関係論II 行政学II

会社法 労働法I

政治過程論

商取引法

政策分析論

企業論 経営管理論I ファイナンス論I 経済史

マクロ経済学II 金融論 経営管理論II ファイナンス論II

中小企業論 公益事業論

簿記・会計論II 地場産業・企業研究

ミクロ経済学II 農業政策論

地域経済論 消費者行動論

農業経済論

マーケティング論

環境科学概論 大気環境論 地域交通論 地域資源管理論

自然災害論 環境社会学 自然環境保全論 地域文化論

住民生活論 環境アセスメント論 地域防災システム論

生態学基礎 まちづくり論 地圏環境論

水環境論 現代社会とサステナビリティ 里地里山整備論

社会ネットワーク論 野生動物管理論

地域生態学

卒業論文・研究 卒業論文・研究

自由聴講科目 フィールド研究

調査・分析科目群

演習科目群

実習科目群

展

開

科

目

群

法律・行政系科目

経済・経営系科目

地域社会・

環境系科目

キャリア教育科目群

政策コア科目群(必修）

コ

ー

ス

基

幹

科

目

群

法律・行政系科目

経済・経営系科目

地域社会・

環境系科目



■各年次における学び 

【1 年次】 

大学における学習の基礎となる考え方を学ぶことと、総合政策学部における学びのコアと

なるべき政策コア科目を履修することにより、大学生、学部生としての基礎を確立する。 

DP1、DP2、DP3、DP4、DP5 

【2 年次】 

専門分野の基礎的な知識を履修するため、1 年次後期からの履修が可能となる「コース基幹

科目」を中心に、希望するコースの専門とそれに関連する近接分野の基礎を学ぶ。 

DP2、DP3、DP4、DP5 

【3 年次】 

展開科目の履修により、専門分野の知識を深め、実習などにおける現場での学習および、柔

軟性を習得する。 

DP2、DP3、DP4、DP5、DP6、DP7 

【4 年次】 

大学における学習の総体としての卒業論文を作成すること。 

DP6を中心として今までの総合的な結果が反映されることから、すべてのDPが対応する。 

 


